
報告第 23 号 

 

私立幼稚園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付 

要綱の一部改正について 

 

 このことについて、別紙のとおり報告する。 

 

平成 26 年 9 月 26 日 

 

小城市教育委員会 教育長 今村 統嘉      
 

 報告理由  
  幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成一〇年六月一七日文部大臣裁

定）に基づき、減免単価および算定基準に変更があったため、私立幼稚

園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部改正をす

る必要がある。  



 小城市告示第   号 

 

   私立幼稚園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付 

要綱の一部を改正する告示 



別表第１及び別表第２を次のように改める。 

 

別表第１（第２条関係） 

  幼稚園保育料等従来条件減免基準表  

 減免単価（年額） 

区  分 

1人就園の場合及
び同一世帯から2
人以上就園してい
る場合の最年長者
（第1子） 

同一世帯から
2人 以 上 就 園
している場合
の次年長者 

  （第2子）

同一世帯から3人以
上就園している場
合の左以外の園児 

 （第3子以降）

公 
 
 

立 

生活保護世帯 79,000円 79,000円 79,000円 

市町村民税非課税
世帯・市町村民税
所得割非課税世帯 

20,000円 50,000円 79,000円 

上記以外の世帯 ― 40,000円 79,000円 

私 
 
 
 
 
 

立 

Ⅰ 生活保護世帯 308,000円 308,000円 308,000円 

Ⅱ 
市町村民税非課税
世帯・市町村民税
所得割非課税世帯 

199,200円 253,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得割
課税額77,100円以
下の世帯 

115,200円 211,000円 308,000円 

Ⅳ 
市町村民税 所得
割課税額211,20
0円以下の世帯 

62,200円 185,000円 308,000円 

上記以外の世帯 ― 154,000円 308,000円 

（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者であ

る扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の減免単価は、次

の算式（算出した額に100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15 

３ 転入又は転出した場合の減免単価は、次の算式（算出した額に100円未満の端数が

あるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 

 ４ 実際の支払額が減免単価を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 



 ５ 表の市町村民税所得割課税額は、夫婦（片働き）と16歳未満の子 

ども２人の世帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成で 

ある場合等は別表第３及び別表第４に読み替える。 

６ 市町村民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課

税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

 

  



別表第２（第２条関係） 

  幼稚園保育料等減免新条件基準表 

 減免単価（年額） 

区  分 

小学校1年生から3年生まで
の兄又は姉を1人有してお
り、就園している場合の最
年長者 

 

（第2子）

小学校1年生から3年生までの兄又
は姉を1人有しており、同一世帯か
ら2人以上就園している場合の左
以外の園児及び小学校1年生から3
年生までに兄又は姉を2人以上有
している園児 

 （第3子以降） 

公 

立 

生活保護世帯 79,000円 79,000円 

市町村民税非課
税世帯・市町村民
税所得割非課税
世帯 

50,000円 79,000円 

上記以外の世帯 40,000円 79,000円 

私 
 
 
 
 
 
 

立 

Ⅰ 生活保護世帯 308,000円 308,000円 

Ⅱ 

市町村民税非課
税世帯・市町村民
税所得割非課税
世帯 

253,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得
割課税額77, 1 00
円以下の世帯 

211,000円 308,000円 

Ⅳ 

市町村民税所得
割課税額 211 , 2
0 0 円 以 下 の 世
帯 

185,000円 308,000円 

上記以外の世帯 154,000円 308,000円 

（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者であ

る扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の減免単価は、次

の算式（算出した額に100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15 

３ 転入又は転出した場合の減免単価は、次の算式（算出した額に100円未満の端数が

あるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 



 ４ 実際の支払額が減免単価を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 

 ５ 表の市町村民税所得割課税額は、夫婦（片働き）と16歳未満の子ども２人の世帯

の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場合等は別表第３及び別

表第４に読み替える。 

６ 市町村民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所得割課

税額を用いて、所得階層区分を決定する。 

 

  



別表第３及び別表第４を次のように改める。 

別表第３（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅲの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)

額 

減免単価(円) 

 16歳未満 16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額 

(円) 

第1子 

(従来

条件の

み) 

第2子 

(従来条件/新条

件) 

第3子 

(従来条

件・新条件

ともに同

じ) 

０人 ０人 ０人 34,500 － － － 

１人 １人 ０人 55,800 

115,20

0 

－ － 

２人 
１人 １人 66,900 － － 

２人 ０人 77,100 211,000 － 

３人 

１人 ２人 78,000 － － 

２人 １人 88,200 211,000 － 

３人 ０人 98,400 211,000 308,000 

４人 

１人 ３人 89,100 － － 

２人 ２人 99,300 211,000 － 

３人 １人 109,500 211,000 308,000 

４人 ０人 119,700 211,000 308,000 

５人 

１人 ４人 100,200 － － 

２人 ３人 110,400 211,000 － 

３人 ２人 120,600 211,000 308,000 

４人 １人 130,800 211,000 308,000 

５人 ０人 141,000 211,000 308,000 

（注） 

  １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

34,500円に①及び②の合計を加えた額以下 

①16歳未満の扶養親族の数×21,300円 

   ②16歳以上19歳未満の扶養親族の数×11,100円 



別表第４（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅳの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)

額 

減免単価(円) 

 16歳未満 16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額 

(円) 

第1子 

(従来

条件の

み) 

第2子 

(従来条件/新条

件) 

第3子 

(従来条

件・新条件

ともに同

じ) 

０人 ０人 ０人 171,600 － － － 

１人 １人 ０人 191,400 

62,200 

－ － 

２人 
１人 １人 198,600 － － 

２人 ０人 211,200 185,000 － 

３人 

１人 ２人 205,800 － － 

２人 １人 218,400 185,000 － 

３人 ０人 231,000 185,000 308,000 

４人 

１人 ３人 213,000 － － 

２人 ２人 225,600 185,000 － 

３人 １人 238,200 185,000 308,000 

４人 ０人 250,800 185,000 308,000 

５人 

１人 ４人 220,200 － － 

２人 ３人 232,800 185,000 － 

３人 ２人 245,400 185,000 308,000 

４人 １人 258,000 185,000 308,000 

５人 ０人 270,600 185,000 308,000 

（注） 

 １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

  171,600円に③及び④の合計を加えた額以下 

  ③16歳未満の扶養親族の数×19,800円 

  ④16歳以上19歳未満の扶養親族の数×7,200円 

 

 

 

  



様式第２号を次のように改める。 

 

様式第２号（第３条関係） 

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る事業計画書 

  
保 育 料 等

減 免措置階層
減 免 額 

補 助 対 象

経 費 Ａ 

人 員 

Ｂ 

補助金申請額 

Ａ×Ｂ  Ｃ 

公

立

幼

稚

園 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

 生活保護世帯 

円 円 人 円 

市 民 税 非 課

税 ・ 市 民 税

所 得 割非課税

        

上記以外の世帯     

 計         

私

立

幼

稚

園 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

 生活保護世帯         

 市 民 税 非

課 税 ・ 市

民 税 所

        

 市 民 税 所 得

割 課 税    
        

 市 民 税 所 得

割 課 税    
        

上記以外の世帯     

  計         

 

 

 

 



 

様式第３号を次のように改める。 

（表） 

様式第３号（第３条関係） 

保 育 料 等 減 免 措 置 に 関 す る 調 書 

年  月  日作成 

在園児の氏名 

男・女 

年  月  日生 （満 歳 月） 

在園幼稚園名 

 

 

幼児の属する世帯の状況          （  月  日現在） 

氏 名 
生 年 月 日 

（満 年 齢） 
性別 続柄 

市 民 税 課 税 額 

均等割額 所得割額 

  
年  月  日生 

（  歳） 
        

  
年  月  日生 

（  歳） 
        

  
年  月  日生 

（  歳） 
        

  
年  月  日生 

（  歳） 
        

  
年  月  日生 

（  歳） 
        

扶養親族の人数 年少  人 一般  人（  年 12 月 31 日現在） 

在園幼児の保護者

の 住 所 ・ 氏 名 
現 住 所 

小城市 

 

氏 名   

※    年  月  日現在、世帯全員が小城市に居住している場合は、裏

面の「市民税課税状況閲覧同意書」も記入してください。 

  上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

幼稚園        

 
園 長

又は設置者 

 

  

  小城市長    様 

年  月  日 

 ※ ｢幼児の属する世帯の状況｣欄には、幼児と生計を共にするものについて記入する

こと。 

  



（裏） 

 

市民税課税状況閲覧同意書 

 

 

  年  月  日 

 

小城市長      様 

 

     年度における父母およびその他同居扶養義務者の市民税課税状況について、       

が閲覧することに同意します。 

 

 

申請者（保護者）氏名
ふりがな

          印 

 

 

 

現住所 

 

小城市                 

 

   年１月１日現在の住所 

（現住所と違う場合のみ記入） 

 

                    

 

 市民税課税状況を確認することにより知り得た個人情報については、幼稚園就園奨励

費に係る階層区分の認定以外に利用することはありません。 

 

 

  

  



様式第５号を次のように改める。 

様式第５号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

  小城市長    様 

                          幼稚園 

園 長 又 は 

設 置 者             ○印  

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る実績報告書  
 

  小城市幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第６条の規定により、関係資料を添えて次

のとおり実績報告書を提出します。 

  
保 育 料 等 減 免

措 置 階 層 区 分 

Ａ 

補 助

対 象

経 費 

Ｂ 

補 助

対 象

人 員 

Ｃ 

Ａ

×

Ｂ 

Ｄ 

補 助 金

額 

 

Ｅ 

補 助 金

交 付 決

定額 

Ｆ 

Ｄ 、Ｅ の

う ち 低 い

方の額 

Ｇ 

不用額 

 

 

公

立

幼

稚

園 

１ 生活保護世帯 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 市民税非課税・

市民税所得割非課

税世帯 

       

 3  上記以外の世帯         

計                

私 

立 

幼 

稚 

園 

１ 生活保護世帯               

２ 市民税非課税・

市民税所得割非課

税世帯 

              

３ 市民税所得割課

税    円以下 
              

４ 市民税所得割課

税    円以下 
              

 5 上記以外の世帯         

計                

合 計               



 

 附 則 

この告示は、公布の日から施行し、平成 26 年度補助金から適用する。 



 1

私立幼稚園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱新旧対照表 
現 行 改 正 案 

私立幼稚園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱 

 

    附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、平成25年度補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私立幼稚園及び小城市外公立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱 

 

    附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、平成26年度補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 2

別表第１（第２条関係） 

 幼稚園保育料等減免従来条件基準表  

 減免単価（年額） 

区  分 

1 人就園の場合
及び同一世帯

から 2人以上就
園している場

合の最年長者

（第 1子） 

同一世帯から 2
人以上就園して

いる場合の次年

長者 

  （第 2子）

同一世帯から 3
人以上就園して

いる場合の左以

外の園児 

 （第 3子以降）

公 
 
 

立 

生活保護世帯・市町村

民税非課税世帯・市町

村民税所得割非課税

世帯 

20,000円 50,000円 79,000円 

上記以外の世帯 ― ― 79,000円 

私 
 
 
 
 
 

立 

Ⅰ 生活保護世帯 229,200円 268,000円 308,000円 

Ⅱ 
市町村民税非課税世

帯・市町村民税所得割

非課税世帯 
199,200円 253,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得割課

税額 77,100 円以下の
世帯 

115,200円 211,000円 308,000円 

Ⅳ 
市町村民税所得割

課税額 211,200 円
以下の世帯 

62,200円 185,000円 308,000円 

上記以外の世帯 ― ― 308,000円 

 
 

別表第１（第２条関係） 

 幼稚園保育料等減免従来条件基準表  

 減免単価（年額） 

区  分 

1 人就園の場合
及び同一世帯

から 2人以上就
園している場

合の最年長者

（第 1子） 

同一世帯から 2
人以上就園して

いる場合の次年

長者 

  （第 2子）

同一世帯から 3
人以上就園して

いる場合の左以

外の園児 

 （第 3子以降）

公 
 
 

立 

生活保護世帯 79,000円 79,000円 79,000円 

市町村民税非課税世

帯・市町村民税所得割

非課税世帯 
20,000円 50,000円 79,000円 

上記以外の世帯 ― 40,000円 79,000円 

私 
 
 
 
 
 

立 

Ⅰ 生活保護世帯 308,000円 308,000円 308,000円 

Ⅱ 
市町村民税非課税世

帯・市町村民税所得割

非課税世帯 
199,200円 253,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得割課税

額 77,100 円以下の世
帯 

115,200円 211,000円 308,000円 

Ⅳ 
市町村民税所得割

課税額 211,200 円
以下の世帯 

62,200円 185,000円 308,000円 

上記以外の世帯 ― 154,000円 308,000円 
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（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者である 

扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の補助限度額は、次 

の算式（算出した額に 100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に 

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15            

３ 転入又は転出した場合の補助限度額は、次の算式（算出した額に 100円未満の端数

があるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 

４ 実際の支払額が補助限度額を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 

５ 別表第１の市町村民税所得割課税額は夫婦（片働き）と 16歳未満の子ども２人の世

帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場合などは別表第３及び別

表第４に読み替える。 

                                     

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者である 

扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の補助限度額は、次 

の算式（算出した額に 100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に 

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15            

３ 転入又は転出した場合の補助限度額は、次の算式（算出した額に 100 円未満の端数

があるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 

４ 実際の支払額が補助限度額を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 

５ 別表第１の市町村民税所得割課税額は夫婦（片働き）と 16歳未満の子ども２人の世

帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場合などは別表第３及び別

表第４に読み替える。 

６ 市町村民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所 

   得割課税額を用いて、所得階層区分を決定する。 
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別表第２（第２条関係） 

 幼稚園保育料等減免新条件基準表 

 減免単価（年額） 

区  分 

小学校 1年生から 3年生まで
の兄又は姉を 1 人有してお
り、就園している場合の最年

長者 

 

（第 2子）

小学校 1 年生から 3 年生まで
の兄又は姉を 1人有しており、
同一世帯から 2 人以上就園し
ている場合の左以外の園児及

び小学校 1 年生から 3 年生ま
でに兄又は姉を 2 人以上有し
ている園児 

 （第 3子以降） 

公 
 

立 

生活保護世帯・市

町村民税非課税世

帯・市町村民税所

得割非課税世帯 

35,000円 79,000円 

私       

立 

Ⅰ 生活保護世帯 249,000円 308,000円 

Ⅱ 
市町村民税非課税

世帯・市民税所得

割非課税世帯 
226,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得割

課税額 77,100 円
以下の世帯 

163,000円 308,000円 

Ⅳ 
市町村民税所得

割 課 税 額

211,200 円以下
の世帯 

114,000円 308,000円 

別表第２（第２条関係） 

 幼稚園保育料等減免新条件基準表 

 減免単価（年額） 

区  分 

小学校 1年生から 3年生まで
の兄又は姉を 1 人有してお
り、就園している場合の最年

長者 

 

（第 2子）

小学校 1 年生から 3 年生まで
の兄又は姉を 1人有しており、
同一世帯から 2 人以上就園し
ている場合の左以外の園児及

び小学校 1 年生から 3 年生ま
でに兄又は姉を 2 人以上有し
ている園児 

 （第 3子以降） 

公 
 

立 

生活保護世帯 79,000円 79,000円 

市町村民税非課税

世帯・市町村民税

所得割非課税世帯 
50,000円 79,000円 

上記以外の世帯 40,000円 79,000円 

私       

立 

Ⅰ 生活保護世帯 308,000円 308,000円 

Ⅱ 
市町村民税非課税

世帯・市民税所得

割非課税世帯 
253,000円 308,000円 

Ⅲ 
市町村民税所得割

課税額 77,100 円
以下の世帯 

211,000円 308,000円 

Ⅳ 
市町村民税所得

割 課 税 額

211,200 円以下
の世帯 

185,000円 308,000円 

上記以外の世帯 154,000円 308,000円 
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（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者である 

扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の補助限度額は、次 

の算式（算出した額に 100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に 

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15            

３ 転入又は転出した場合の補助限度額は、次の算式（算出した額に 100円未満の端数

があるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 

４ 実際の支払額が補助限度額を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 

５ 別表第１の市町村民税所得割課税額は夫婦（片働き）と 16歳未満の子ども２人の世

帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場合などは別表第３及び別

表第４に読み替える。 

                                     

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

 １ 世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、父母とそれ以外の家計の主宰者である 

扶養義務者の市町村民税所得割課税額を合算する。 

 ２ 途中入退園により、保育料が在園期間に応じて支払われる場合の補助限度額は、次 

の算式（算出した額に 100円未満の端数があるときは、これを四捨五入する。）に 

より減額して適用する。 

   減免単価×（保育料の支払月数＋３）÷15            

３ 転入又は転出した場合の補助限度額は、次の算式（算出した額に 100 円未満の端数

があるときは、これを四捨五入する。）により減額して適用する。 

減免単価÷12月×当該年度における市内在住期間の保育料の支払月数 

４ 実際の支払額が補助限度額を下回る場合は、当該支払額を限度とする。 

５ 別表第１の市町村民税所得割課税額は夫婦（片働き）と 16歳未満の子ども２人の世

帯の場合の金額であるため、それ以外の世帯構成である場合などは別表第３及び別

表第４に読み替える。 

６ 市町村民税の所得割課税額については、住宅借入金等特別税額控除前の所 

   得割課税額を用いて、所得階層区分を決定する。 
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別表第３（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅲの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)額 国庫補助限度額(円) 

 16歳未

満 

16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額(円) 

第 1子 

(従来条

件のみ) 

第 2子 

(従来条件/新条

件) 

第 3子 

(従来条件・新

条件ともに

同じ) 

０人 ０人 ０人 34,500 － － － 

１人 １人 ０人 55,800 

115,200 

－ － 

２人 １人 １人 66,900 － － 

２人 ０人 77,100 211,000/163,000 － 

３人 １人 ２人 78,000 － － 

２人 １人 88,200 211,000/163,000 － 

３人 ０人 98,400 211,000/163,000 308,000 

４人 １人 ３人 89,100 － － 

２人 ２人 99,300 211,000/163,000 － 

３人 １人 109,500 211,000/163,000 308,000 

４人 ０人 119,700 211,000/163,000 308,000 

５人 １人 ４人 100,200 － － 

２人 ３人 110,400 211,000/163,000 － 

３人 ２人 120,600 211,000/163,000 308,000 

４人 １人 130,800 211,000/163,000 308,000 

５人 ０人 141,000 211,000/163,000 308,000 

（注） 

 １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

34,500円に①、②の合計を加えた額以下 

①16歳未満の扶養親族の数×21,300円 

別表第３（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅲの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)額 国庫補助限度額(円) 

 16歳未

満 

16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額(円) 

第 1子 

(従来条

件のみ) 

第 2子 

(従来条件/新条

件) 

第 3子 

(従来条件・新

条件ともに

同じ) 

０人 ０人 ０人 34,500 － － － 

１人 １人 ０人 55,800 

115,200 

－ － 

２人 １人 １人 66,900 － － 

２人 ０人 77,100 211,000 － 

３人 １人 ２人 78,000 － － 

２人 １人 88,200 211,000 － 

３人 ０人 98,400 211,000 308,000 

４人 １人 ３人 89,100 － － 

２人 ２人 99,300 211,000 － 

３人 １人 109,500 211,000 308,000 

４人 ０人 119,700 211,000 308,000 

５人 １人 ４人 100,200 － － 

２人 ３人 110,400 211,000 － 

３人 ２人 120,600 211,000 308,000 

４人 １人 130,800 211,000 308,000 

５人 ０人 141,000 211,000 308,000 

（注） 

 １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

34,500円に①、②の合計を加えた額以下 

①16歳未満の扶養親族の数×21,300円 
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   ②16歳以上 19歳未満の扶養親族の数×11,100円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

   ②16歳以上 19歳未満の扶養親族の数×11,100円 
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別表第４（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅳの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)額 国庫補助限度額(円) 

 16歳

未満 

 

16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額 

(円) 

第 1子 

(従来条

件のみ) 

第 2子 

(従来条件/新条

件) 

第 3子 

(従来条件・新

条件ともに

同じ) 

０人 ０人 ０人 171,600 － － － 

１人 １人 ０人 191,400 

62,200 

－ － 

２人 １人 １人 198,600 － － 

２人 ０人 211,200 185,000/114,000 － 

３人 １人 ２人 205,800 － － 

２人 １人 218,400 185,000/114,000 － 

３人 ０人 231,000 185,000/114,000 308,000 

４人 １人 ３人 213,000 － － 

２人 ２人 225,600 185,000/114,000 － 

３人 １人 238,200 185,000/114,000 308,000 

４人 ０人 250,800 185,000/114,000 308,000 

５人 １人 ４人 220,200 － － 

２人 ３人 232,800 185,000/114,000 － 

３人 ２人 245,400 185,000/114,000 308,000 

４人 １人 258,000 185,000/114,000 308,000 

５人 ０人 270,600 185,000/114,000 308,000 

（注） 

 １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

  171,600円に③、④の合計を加えた額以下 

  ③16歳未満の扶養親族の数×19,800円 

別表第４（第２条関係） 

幼稚園保育料等減免基準表（Ⅳの世帯の場合） 

19歳未満の扶養親族の数 基準(上限)額 国庫補助限度額(円) 

 16歳

未満 

 

16歳以上 

19歳未満 

 

市町村民税 

所得割課税

額 

(円) 

第 1子 

(従来条

件のみ) 

第 2子 

(従来条件/新条

件) 

第 3子 

(従来条件・新

条件ともに

同じ) 

０人 ０人 ０人 171,600 － － － 

１人 １人 ０人 191,400 

62,200 

－ － 

２人 １人 １人 198,600 － － 

２人 ０人 211,200 185,0000 － 

３人 １人 ２人 205,800 － － 

２人 １人 218,400 185,000 － 

３人 ０人 231,000 185,000 308,000 

４人 １人 ３人 213,000 － － 

２人 ２人 225,600 185,000 － 

３人 １人 238,200 185,000 308,000 

４人 ０人 250,800 185,000 308,000 

５人 １人 ４人 220,200 － － 

２人 ３人 232,800 185,000 － 

３人 ２人 245,400 185,000 308,000 

４人 １人 258,000 185,000 308,000 

５人 ０人 270,600 185,000 308,000 

（注） 

 １ 扶養親族が６人以上の場合は、次の計算式により算定する。 

  171,600円に③、④の合計を加えた額以下 

  ③16歳未満の扶養親族の数×19,800円 
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  ④16歳以上 19歳未満の扶養親族の数×7,200円 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④16歳以上 19歳未満の扶養親族の数×7,200円 
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様式第２号（第３条関係） 

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る事業計画書 

  
保 育 料

等 減 免措置階

 

減 免 額 
補助対象

経 費 Ａ 

人 員 

Ｂ 

補助金申請額 

Ａ×Ｂ  Ｃ 

公

立

幼

稚

園 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

Ⅰ 生活保護世帯 円 円 人 円 

Ⅱ 市民税非課

税・市民税所得

割非課税世帯 

        

計         

 

私 
 

立 
 

幼 
 

稚 
 

園 

 
 
 
 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

 生活保護世帯         

市民税非課税・市

民税所得割非課

税世帯 

        

 市民税所得割課

税     円以下 
        

 市民税所得割課

税     円以下 
        

計         

 

様式第２号（第３条関係） 

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る事業計画書 

  
保 育 料

等 減 免措置階

 

減 免 額 
補助対象

経 費 Ａ 

人 員 

Ｂ 

補助金申請額 

Ａ×Ｂ  Ｃ 

公

立

幼

稚

園 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

 生活保護世帯 円 円 人 円 

 市民税非課税・

市民税所得割

非 課 税 世 帯 

        

上記以外の世帯     

計         

 
 

私 
 
 

立 
 
 

幼 
 
 

稚 
 
 

園 

３
歳
児
・
４
歳
児
・
５
歳
児 

 生活保護世帯         

市民税非課税・市

民税所得割非課

税世帯 

        

 市民税所得割課

税     円以下 
        

 市民税所得割課

税     円以下 
        

上記以外の世帯     

計         
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様式第３号（第３条関係） 

保 育 料 等 減 免 措 置 に 関 す る 調 書 

年  月  日作成 

在園児の氏名          男・女 

年  月  日生 （満 歳 月） 

在園幼稚園名 

 

 

公 立 

私 立 

幼児の属する世帯の状況             （  月  日現在） 

氏 名 
生 年 月 日 

（満 年 齢） 
性 別 続 柄 

市 民 税 課 税 額 
均等割額 所得割額 

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

扶養親族の人数 年少  人 特定  人（  年 12月 31日現在） 

在園幼児の保護者

の 住 所 ・ 氏 名 
現 住 所 

小城市 

 

氏

名 

印 

  上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

幼稚園        

  
園 長

又は設置者 印 
  小城市長    様 

※ ｢幼児の属する世帯の状況｣欄には、幼児と生計を共にするものについて記入すること。 

 

 

 

 

様式第３号（第３条関係） 

保 育 料 等 減 免 措 置 に 関 す る 調 書 

年  月  日作成 

在園児の氏名          男・女 

年  月  日生 （満 歳 月） 

在園幼稚園名 

 

 

公 立 

私 立 

幼児の属する世帯の状況             （  月  日現在） 

氏 名 
生 年 月 日 

（満 年 齢） 
性 別 続 柄 

市 民 税 課 税 額 
均等割額 所得割額 

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

   年 月 日生（ 歳）         

扶養親族の人数 年少  人 一般  人（  年 12月 31日現在） 

在園幼児の保護者

の 住 所 ・ 氏 名 
現 住 所 

小城市 

 

氏

名 

印 

  上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

幼稚園        

  
園 長

又は設置者 印 
  小城市長    様 

※ ｢幼児の属する世帯の状況｣欄には、幼児と生計を共にするものについて記入すること。 
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様式第５号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

  小城市長    様 

          園 長 又 は 

設 置 者             印 

 

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る実績報告書 

 

小城市幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第６条の規定により、関係資料を添えて次のと

おり実績報告書を提出します。 

  

保 育 料 等

減 免措置階層

区 分 

Ａ 

補 助

対 象

経 費 

 

Ｂ 

補 助

対 象

人 員 

 

Ｃ 

Ａ ×

Ｂ 

 

 

Ｄ 

補 助

金額 

 

 

Ｅ 

補 助

金 交

付 決

定額 

Ｆ 

Ｄ 、Ｅ

のうち低

い方の額 

 

Ｇ 

不

用

額 

 

公

立

幼

稚

園 

１ 生活保護世帯               

２ 市民税非課

税・市民税所得

割非課税世帯 

              

計               

様式第５号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

  小城市長    様 

          園 長 又 は 

設 置 者             印 

 

    年度幼稚園就園奨励費補助金に係る実績報告書 

 

小城市幼稚園就園奨励費補助金交付要綱第６条の規定により、関係資料を添えて次のと

おり実績報告書を提出します。 

  

保 育 料 等

減 免措置階層

区 分 

Ａ 

補 助

対 象

経 費 

 

Ｂ 

補 助

対 象

人 員 

 

Ｃ 

Ａ ×

Ｂ 

 

 

Ｄ 

補 助

金額 

 

 

Ｅ 

補 助

金 交

付 決

定額 

Ｆ 

Ｄ 、Ｅ

のうち低

い方の額 

 

Ｇ 

不

用

額 

 

公

立

幼

稚

園 

１ 生活保護世帯               

２ 市民税非課

税・市民税所得

割非課税世帯 

              

3 上記以外の世

帯 
       

計               
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私

立

幼

稚

園 

１ 生活保護世

帯 
              

２ 市民税非課

税・市民税所得

割非課税世帯 

              

３ 市民税所得

割課税    

円以下 

              

４ 市民税所得

割課税    

円以下 

              

計               

合 計               

   

私

立

幼

稚

園 

１ 生活保護世

帯 
              

２ 市民税非課

税・市民税所得

割非課税世帯 

              

３ 市民税所得

割課税    

円以下 

              

４ 市民税所得

割課税    

円以下 

              

 ５ 上記以外の

世帯 
       

計               

合 計               

   

 


